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地域包括支援センターの体制整備等について
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第一号介護予防支援

地域包括支援センターの体制整備等（令和６年４⽉１⽇施⾏）

• 地域住⺠の複雑化・複合化したニーズへの対応、認知症⾼齢者の家族を含めた家族介護者⽀援の充実など、地域
の拠点である地域包括⽀援センターへの期待や業務は増大。

• このため、居宅介護⽀援事業所など地域における既存の資源の効果的な活⽤・連携を図りながら、介護予防⽀援
（介護予防ケアプランの作成等）や総合相談⽀援業務など、センターが地域住⺠への⽀援をより適切に⾏う体制
の整備を図る。

改正の趣旨

• 要⽀援者に⾏う介護予防⽀援について、地域包括⽀援センターに加えて、居宅介護⽀援事業所（ケアマネ事業
所）も市町村からの指定を受けて実施できることとする。その際、指定を受けたケアマネ事業所は、市町村や地
域包括⽀援センターとも連携を図りながら実施することとする。

改正の概要・施⾏期⽇

※1037センターからの回答を集計• 地域包括⽀援センターが⾏う総合相談⽀援業務につい
て、その一部をケアマネ事業所等に委託することを可
能とする。その際、委託を受けたケアマネ事業所等は、
市町村等が示す方針に従って、業務を実施することと
する。

• 施⾏期⽇︓令和６年４⽉１⽇
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介護予防⽀援の適切・有効な実施のため必要があるときは助言を求
めることができる 【改正法第115条の30の２第２項】

介護予防サービス計画の検証のため必要があるときは情報の提供を求
めることができる 【改正法第115条の30の２第１項】

介護予防支援の指定対象の拡大（介護保険法施⾏規則の改正）

１．指定居宅介護支援事業者が、介護予防支援の指定を受けて実施する場合の所要の⼿続き等
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地域包括支援
センター市町村

指定居宅介護
支援事業者

指定 委託

指定申請

指定居宅介護支援事業者

運営協議会
意⾒

● 介護予防を⾏う者として事業所の介護支援専門員を規定
● 指定申請の際に、事業所の名称・所在地等、既に提出している事項に変
更がない場合は一部の提出書類を省略可

● 介護サービス情報公表制度について、指定居宅介護支援事業所の運営
状況として介護予防支援の指定の状況を記載することで足りるものする

（R6.４〜）

（現⾏の取扱い）

介護保険法施⾏規則の改正（案）

指定

指定介護予防⽀援の業務に関する知識・能⼒
を有する介護⽀援専門員が従事しているもの

２．指定介護予防支援事業者に対する地域包括支援センターの一定の関与

市町村

※指定基準・介護報酬については
介護給付費分科会で議論中

地域包括支援センター
指定居宅介護
支援事業者

「介護保険制度の⾒直しに関する意⾒」（令和４年12⽉20⽇社会保障審議会介護保険部会）
〇 こうした地域包括⽀援センターの業務負担軽減を進めるに当たり、保険給付として⾏う介護予防⽀援について、地域包括⽀援センターが地域住⺠の保健
医療の向上及び福祉の増進を包括的に⽀援することを目的とする施設であることを踏まえ、介護予防⽀援の実施状況の把握を含め、地域包括支援セン
ターの一定の関与を担保した上で、居宅介護支援事業所に介護予防支援の指定対象を拡⼤することが適当である。

包括的・継続的ケアマネジメント⽀援業務に「介護
予防サービス計画の検証」を追加

【改正介護保険法第115条の45第２項】

提供する情報として、介護予防サービス計画、関連
する情報※、その他市町村が定める事項を規定
※利⽤者の情報・基本チェックリスト・⽀援の経過等

介護保険法
施⾏規則の改正
（案）

一定の関与



④総合相談支援事業の一部委託包括的⽀援事業の一括委託

総合相談支援事業の一部委託（介護保険法施⾏規則の改正）

「介護保険制度の⾒直しに関する意⾒」（令和４年12⽉20⽇社会保障審議会介護保険部会）
○ また、総合相談⽀援業務について、センターの専門性を活かした効果的な実施等の観点から、居宅介護⽀援事業所などの地域の拠点のブランチやサブセン
ターとしての活⽤を推進することが適当である。総合相談支援業務はセンターが⾏う根幹の業務であることを踏まえ、質の確保に留意しつつ、センターの業
務との一体性を確保した上で市町村からの部分委託等を可能とすることが適当である。

地域包括支援
センター市町村 指定居宅介護支援事業者等

包括的支援事業の実施方針

運 営
協議会

一部委託を受けることのできる者
（介護保険法施⾏規則の改正案❶）

・ 指定居宅介護⽀援事業者
・ ⽼⼈介護⽀援センターの設置者
・ 一部事務組合又は広域連合を組織する市町村
・ 医療法⼈ ・ 社会福祉法⼈ ・ 特定⾮営利活動法⼈
・ その他市町村が適当と認めるもの
（地域包括⽀援センターの設置者を除く。）

① あらかじめ意⾒を聴く
② 意⾒

一部委託する事業に関する
・ 事業所の名称及び所在地
・ 事業の内容、期間、担当区
域、営業日・時間

・ 担当職員の職種及び員数③ あらかじめ届出

パターン１．地域包括支援センター（委託型）の設置者が一部委託をする場合

一部委託の際の所要の⼿続
（介護保険法施⾏規則の改正案❷）

（一体性の確保）

市町村

パターン２．地域包括支援センター（市町村直営型）が一部委託をする場合

地域包括支援センター

運 営
協議会

意⾒

一部委託する総合相談支援事業の実施方針 指定居宅介護支援事業者等

（一体性の確保）

総合相談支援事業の一部委託

① 地域包括ケアシステムの構築方針
② 重点的に⾏うべき業務の方針
③ 関係者とのネットワーク構築の方針

④ 市町村との連携方針
⑤ 公正性及び中⽴性確保のための方針
⑥ 運営協議会が必要であると判断した方針

実施方針に示すべき内容（介護保険法施⾏規則改正案❸）

❶ 一部委託を受けることのできる者について、指定居宅介護⽀援事業者のほか⽼⼈介護⽀援センターの設置者などを定める。
❷ 委託型センターが一部委託を⾏う際は、あらかじめ運営協議会の意⾒を聴いた上で所定の事項を届け出ることとする。
❸ 一部委託を受けた者は市町村が定める包括的⽀援事業の実施方針に従い事業を実施することとなるが、市町村直営型セン
ターが一部委託を⾏う際の実施方針として示すべき内容を定める。

介護保険法
施⾏規則の改正
（案）

包括的支援事業の実施方針
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（参考）介護サービス施設・事業所が総合相談支援事業の一部を受託する場合の取扱い
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包括的⽀援事業の委託

総合相談支援事業の一部委託
(委託費:地域⽀援事業交付⾦)

地域包括支援
センター

市町村
居宅介護支援事業所の指定

（介護報酬）
専任の 相談員
を配置する場合

介護サービス
施設・事業所

管理者・従事者

総合相談⽀援
業務担当者

総合相談支援事業の一部委託
(委託費:地域⽀援事業交付⾦)

市町村
居宅介護支援事業所の指定

（介護報酬）介護サービ ス施
設・事業所の職員
が兼務する場合

介護サービス
施設・事業所

包括的⽀援事業の委託

地域包括支援
センター

○ 介護サービス施設・事業所の⼈員配置基準の範囲内で兼務可能
・ 専従が求められている職種に従事する者は原則として兼務はできないが、利⽤者の処遇に⽀障がない場合等に同一敷地内にある他の事業所の
職務に従事することが可能とされている場合は、⽀障がない範囲で兼務可能

・ 専従が求められている職種に従事していない勤務時間帯は当該従事者が総合相談⽀援事業に従事可能
・ 通所介護等の⽣活相談員については「利⽤者の地域⽣活を⽀える取組のために必要な時間」として本来業務の一環として⾏うことが可能

居宅介護⽀援事業所等の管理者 管理上⽀障がない場合は同一事業所の他の職務として兼務可
居宅介護⽀援事業所等の介護⽀援専門員 専従規定はないため兼務可（兼務時間を含めて介護⽀援専門員の勤務時間としてカウント可）
⼩規模多機能型居宅介護事業所の介護⽀援専門員 当該業務に従事する時間帯以外は総合相談⽀援事業に従事可

（例）（※通知事項）

⼈員配置基準
の範囲内で兼
務可能

○ 介護サービス施設・事業所が総合相談支援事業の一部の委託を受ける場合、当該施設・事業所の介護サービス従事者が総合相談支
援事業の業務を兼務する場合は、⼈員配置基準の範囲内で兼務可能とし、具体的な取扱いは以下のとおり整理される。

管理者・従事者


